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学校児童 ･生徒への支援体制に関する尺度構成の試み
― 専門性協働と均質性協働に着目して ―

荊木まき子＊ ・ 淵上　克義＊＊ ・ 古市　裕一＊＊

　学校内におけるスクールカウンセラー（以下 SC）と教員の協働には幾多の困難があるこ
とが指摘されてきた。荊木 ･ 森田（投稿中）は SC を対象とした面接調査から，学校内にお
ける協働を専門性協働（SC と教員との協働）と均質性協働（教員間の協働）とに区分し，
協働のあり方が異なることを明らかにした。本研究では，この知見に基づいて児童 ･ 生徒へ
の支援体制に関する尺度の構成を目指し，教員・教員経験者９名，管理職・管理職経験者６
名に面接調査等を行った。回答結果を KJ 法に基づき分析した結果，教員と SC の専門性の
理解不足に対して，自治体や管理職の働きかけにより，協働可能な環境が設定されること，
また，教育相談の位置づけが生徒指導や進路指導と比較して曖昧で不安定であることが示さ
れた。これらの結果により，管理職に焦点を合わせた質問紙構成や，質問項目に具体性を持
たせることの必要性などが明らかにされた。
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本研究の意義と目的
　学校の内部の児童・生徒・保護者の課題解決に，
教員以外の他職種が入るようになって久しい。1995
年のスクールカウンセラー（以下 SC）の導入以降，
2008年にはスクールソーシャルワーカーが設置（村
山，2008）され，学校は多職種協働の時代へと移行
している。
　これまでも児童・生徒への支援は，チーム支援（石
隈，1999）等，多様な職種や職能を持つ専門家や教
員同士の協働が必要なことが指摘されてきた。しか
しスクールカウンセラー（以下 SC）と教員との協
働については，SC 非配置校の教員よりも配置校の
教員が SC に対する期待が低いという調査結果もあ
り（河村・武蔵・粕谷，2005），SC と教員の協働
は順調とは言い難い。これらの課題について小林は，

教員（小林，2008a）と SC（小林，2008b）双方の
評価調査から，教員側からは SC の学校や教員の多
忙への理解のなさを，SC 側からは教員の子どもの
理解不足を，教員と SC のコンサルテーションの阻
害要因として考えていることを示している。すなわ
ち，教員・SC ともに，協働の困難は双方の個人的
資質に由来すると考えており，組織あるいは組織運
営上の課題については充分に検討されてこなかった
と言えるだろう。
　このような課題意識から荊木・森田（投稿中）は，
SC が勤務する学校の支援体制に関する SC 対象の
面接調査を行った。その結果，①情報共有，②役割
分担，③支援のための疎通性，④学校組織開発（管
理職）という４領域の協働の指標となる要素が見い
だされた。そして，これらの４要素が機能する学校
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は SC との協働が可能になるが，これらの要素が機
能しない学校は SC・教員との協働が困難な状況が
見られた。さらに，この調査結果より，SC と教員
の協働と教員間の協働は質的に異なることが明らか
となり，SC と教員の協働を専門性協働，教員間の
協働を均質性協働として概念化（荊木・森田，投稿
中；荊木・淵上，2012）することの意義を確認した。
　専門性協働とは，SC と教員に代表される異職種
間の協働であり，個々で異なる専門教育課程や職
業観，背景を有する。学校心理学の分野（石隈，
1999）においては，心理教育的援助サービスを仕事
の中核として専門的に行う専門的ヘルパー間の協働
がそれに相当する。役割が比較的固定した専門性に
よるヨコの関係であり，互いの専門性を理解し合わ
ないと話自体が通じないことがある。課題解決も
個々の専門性に応じ，部分的（限定的）に関わるこ
ととなる。反面，課題の特性により，それに応じた
成員を選んでチームを組むことも可能である。一
方，均質性協働とは，同職種間の協働であり，ほぼ
同じ専門教育課程・職業観を持つ。学校心理学の分
野では，養護教諭や教科担当教諭の違いがあっても
仕事の一側面として心理教育的援助サービスを行う
複合的ヘルパー間の協働が相当する。役割分担も教
務主任や生徒指導主事等，職能や個人的資質（能
力）によって，比較的流動的に役割を変えることが
可能である。そのため課題解決のあり方についても
教員の範囲の中で，状況や地位によって，流動的に
役割や位置づけを変えて対応することが可能であ
る。だが，不登校や虐待，犯罪等に対し，心理や福
祉，医学，法律等の知識や技能が必要な場面では，
従来の教員の経験のみで課題解決が困難になる場合
がある。この両概念に類似した概念として，ヘルス
ケア領域において専門職間連携（Interprofessional 

collaboration）等が存在する（松岡，2000）。しかし，
本研究においては，学校内での専門職間の協働と同
職種間の協働を概念的に区別するために，上述した
概念を用いることとする。
　上述した概念化から，Figure 1に示すように，
SC と教員間の専門性協働の成立には，教員間の組
織開発や管理職のリーダーシップ，教員間の協働的
雰囲気といった均質性協働が媒介変数として働く可
能性が示唆されている（荊木・淵上，2012；荊木・
森田，投稿中）。しかしこれらの仮説は，SC 側か
ら見た学校支援体制の課題であり，教員側からは異
なる側面の課題が存在するかもしれない。またこの
調査で得た知見を，実際の事例から検証する必要が
あるだろう。
　本研究では，SC の面接調査（荊木・森田，投稿中）
から得た結果をもとに，SC と教員の専門性協働と
教員同士の均質性協働の相互的関連を明らかにする
質問項目を作成する。さらに，それを教員及び管理
職に実施し，選定及び改変の意見を求めることで，
双方向の意見を取り入れた学校内での協働に関する
質問項目を作成する。あわせて，SC と教員の協働
に関する見解の相違を明らかにすることを目的とす
る。

方　法
１．調査１
情報提供者　情報提供者となった教員及び教員経験
者は，小 ･ 中 ･ 高の教員７名，教員経験者２名の計
９名である。概要は Table 1に示すとおりである。
情報提供者No.は面接順に振った。年齢は20～60代，
男性５名，女性４名であった。学校種は小学校２名，
中学校４名，高等学校３名であった。経験年数は３
～36年（平均経験年数28.0年）であり，勤務自治体

Figure 1　専門性協働と均質性協働の関連性に関する仮説（荊木・淵上（2012）を加筆修正）
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Table 1　情報提供者のプロフィール

は全員が関西であった。勤務自治体については，匿
名化のため，情報提供者順に A ～ F と略記する。
経験分掌は生徒指導や不登校指導，学習指導，学年
主任，進路指導，支援学級担任，生徒会，管理職で
あった。調査者（第１著者）は SC を仕事にする人
として認識されており，情報提供者との関係はいず
れも知人であった。
調査時期　調査は，2012年10～11月に行った。
調査方法　本研究では，SC 面接調査（荊木・森田，
投稿中）の結果である学校支援体制の４領域（情報
共有・役割分担 ･ 支援のための疎通性 ･ 学校組織開
発）を参考に，専門性協働（19項目）と均質性協働
（30項目）の質問項目を作成した。例として，専門
性協働の情報共有では，「学校内での他職種（スクー
ルカウンセラー等）と積極的に情報共有を行ってい
る。」等の項目があり，均質性協働の役割分担では ,
「教員間で生徒の教育相談や指導について，役割分
担が明確である。」等の項目があった。フェイスシー
トでは，基礎的な情報として各学校での教育相談体
制を把握するために，本研究の趣旨と個人情報匿名
化の配慮を行う趣旨の説明，専門性協働・均質性協
働の説明図に加えて，回答者の役職，学校の学級数，
職員数，児童 ･ 生徒を支援する会議の成員等に関す
る設問７問を設けた。そして，前述の均質性協働と
専門性協働の質問項目を教員・教員経験者に提示
し，より現場の教員が答えやすい項目に改定するた
めに，重複や意味の分からない部分を指摘してもら
う旨を伝えた。そこから質問項目への直接の記入，
その後の聞き取り（対象者 No. １，２，３，７）によ
り調査項目の選定を行った（対象者 No. ４，５，６，
８，９は記入のみ）。場所は，学校内の会議室や教室，

喫茶店等だった。
分析方法　調査で収集した意見を対象者毎に文章化
し，意見を整理した。さらに，各対象者の意見を項
目ごとに，残す項目に下線，統合するとよい項目に
色，なくしたほうがよい項目に取り消し線をつけた。
さらに，何らかの修正案や意見が出た項目について
は，その項目を四角で囲って加筆し，これらの一覧
表を作成した。そして領域ごとに各項目を統合した。

２．調査２
情報提供者　情報提供者となった管理職及び管理職
経験者は中 ･ 高の管理職５名，管理職経験者１名の
計６名である。その概要は Table 2に示すとおりで
ある。No. は面接者順に振った。年齢50～60代，男
性５名，女性１名であった。学校種は中学校３名（校
長１名 ･ 教頭２名），高等学校３名（校長２名 ･ 教
頭１名）であった。経験年数は28～35年（平均経験
年数31.3年）で，勤務自治体は関西３名，中国３名
であった。勤務自治体については調査１と同様，情
報提供者順に，調査１を引き継ぎ，アルファベット
を用い略記した。経験分掌は生徒指導主事や SC 担
当，学年主任，教務主任，進路指導主事，主幹（主
席）教諭，保健主事，校長，教頭であった。調査者
（第１著者）は，SC を仕事にする人として認識さ
れており，情報提供者との関係は，知人や本研究の
ために紹介を受けた人であった。
調査時期　調査は，2013年２～３月に行った。
調査方法　調査１の結果より，質問紙を均質性協働
12項目・専門性協働８項目に再編成した。その質問
項目案を調査対象者に提示した。手順として，最初
に個人情報匿名化の配慮を行う趣旨の説明をし，各
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Table 2　情報提供者のプロフィール

質問項目に気になる点を記入してもらった。次に調
査者（第１著者）がそれらを基に追加項目や削除項
目について質問した。また，個々の項目について学
校現場から見た場合の背景や印象について自由に
語ってもらった。面接は話が出尽くしたところで終
了した。これらの面接は事前に許可を得て ICレコー
ダーにて録音した。場所は，人気のない職員室や休
憩室，校長室，喫茶店であった
分析方法　分析は KJ 法により行った。回答に関し
ては，用紙への直接の記入結果と IC レコーダーで
記録した面接記録があった。その中で，用紙記入結
果は面接記録と重複する箇所が多いので，KJ 法の
分析の対象として面接記録を採用した。IC レコー
ダーのデータはテクスト化し，意味のかたまり毎に
切片化，概念上の名前（ラベル）を付けた。その後，
各資料に通し番号を打ち，個々の主題（フェイスシー
ト，専門性協働，均質性協働，その他）に分けた。
また，KJ 法でまとめた各主題について，面接調査
時に，専門性協働と均質性協働にかかわる意見を求
めた。しかし回答はフェイスシートや，両者の協働
の背景について述べられることもあった。これらは
協働を考えるうえで重要な要素になると考えられ，
最終的に，①フェイスシート，②専門性協働，③均
質性協働，④その他の４主題にまとめた。各主題に
おいて分類したものを同じないし類似する意味毎に
まとめ，各項目の意見を集約した。個々の分類の適
否については，心理学を専攻する学生（教員経験者）
及び教員がチェックした。その結果，概ね，適切に
カテゴライズされていると評価された。その中で，
ラべリングについて８項目，パスについて２項目，
学校の状況について３項目の指摘があり，いずれも
加筆修正した。

結果と考察
１．調査１
　以下では，情報提供者 No. を（　）内に数字に
て示す。専門性協働について教員・教員経験者は，
SC と教員の協働の問題は SC 個人の力量や積極性
に影響を受けると見なし（１，２，５），SC には担
任や学年団に対し専門的助言を期待すること（４）
等の意見が見られた。調査者が学校組織としての観
点から SC の仕事についての質問をすると，教員間
の協働についての意識はあるが，他職種との協働は
潜在化していたことが明らかになった（１，３）。学
校種では，小学校は SC 非配置校も多いため，SC
との協働は想像しにくいこと（３）や，制度上は連
携していても籍が中学校にあるために，実際の連携
は困難であること（５）が見られた。
　均質性協働については，教員同士で本音を言いに
くい雰囲気等の課題が見られ，他職種との協働にも
影響している可能性が示唆された（１）。教員間で
も非常勤職と常勤職との間では，勤務時間の長短や
責任問題，非常勤職の意識の差により，児童・生徒
に関する情報の共有が影響されること（９）が明ら
かになった。
　全体の傾向として管理職の教員（４，９）より，
組織から見た SC 活用や教員間の協働についての意
見が多く寄せられたため，調査２では管理職に対象
を絞って面接調査を行うことにした。

２．調査２
面接のテクスト化と切片化　結果の概要を Table 3
に示す。面接に要した時間は一人平均１時間28分（最
長２時間44分～最短52分）で，計７時間21分53秒で
あった。テクスト化した文字は一人平均13124字（最
大27778字～最少2148字）で，総数78741字であった。
切片化の数は一人平均45（最大84－最少20），総数



－ 5 －

学校児童 ･生徒への支援体制に関する尺度構成の試み

Table 3　管理職面接結果の概要

は267であった。
テクスト化・切片化した回答のまとめ方と図示の仕
方　テクスト化・切片化した回答については，以下
の手順でまとめ，結果を Figure 2～5に示した。
　①テクスト化・切片化した回答にラベルを付けた。
そして，それぞれの個数をカウントした。Figure
では，そのラベルに下線を付け，合わせて，（　）
内に個数と該当者番号を示した。たとえば，Figure 
５では，「教育相談の個別性（４：６）」が相当する。
これを２次サブカテゴリと呼ぶ。なお，後述のカテ
ゴリに包摂されなかったものについては下線を付し
ていない。（なお，『フェイスシート』（Figure 2）では，
設定したサブカテゴリは１レベルのみであるので，
１次サブカテゴリと表記している。）
　②いくつかの２次サブカテゴリについて，類似し
たものを集約し，これを１次サブカテゴリとした。
Figure では，それを２重線で囲み，その内容に名
称を付けた。たとえば，Figure 5 では，「教育相談
の個別性」，「学校間の連携のなさ」，「生徒指導・保
健部の下での位置づけ」をまとめ，＜教育相談の曖
昧さ＞と命名している。
　③２次サブカテゴリ，あるいは１次サブカテゴリ
と２次サブカテゴリとを集約して，カテゴリとし，
図ではそれを太線で囲んだ。また，その太線上部に，
四角で囲んだ名称を付けた。Figure 5では，＜教育
相談の曖昧さ＞と＜生徒指導のルール設定＞をまと
め，【教育相談の流動性】と命名している。
　④このカテゴリをさらにまとめることができるも
のについては，太線の破線で囲んだ。Figure 5の〔シ
ステム化されていない教育相談〕が該当する。
　なお，図中の双方向矢印は各カテゴリ・サブカテ
ゴリ間の相互相関関係を，片方矢印は各カテゴリ・
サブカテゴリ間の因果関係を，また，点線は間接的
効果を表すものである。
フェイスシート　『フェイスシート』に関する回答
等のカテゴライズ作業から，＜クラス数＞＜教職員

数＞＜回答方法＞等の７つのサブカテゴリが抽出さ
れた。これらのうち，＜クラス数＞と＜教職員数＞
については１つのカテゴリにまとめ，【教師の役職
名】【調査地域】【学校規模の指標】【SC の勤務状況】
【会議】【質問紙としての説明】の，６つのカテゴ
リに収束することができた。
　以上の結果を基にまとめたものが Figure 2であ
る。それによると，【SC の勤務状況】よって校内
の職員としての位置づけや会議の参加が異なること
が明らかになった。また学校種によっても異なり，
中学校は協働意識のある学校では会議の参加を促す
傾向があるが，高等学校は SC を外部の面接者とし
て見なす傾向があった。【会議】の参加は，SC が
４時間勤務である場合，面接に時間をほぼ費やすた
め，SC が時間外出勤することで初めて SC が会議
に参加可能になる場合もある。そのために，管理職
も積極的に会議の出席が促せない場合があるとのこ
とだった。フェイスシートに関わる質問項目に対す
る意見から，【教員の役職名】に関して，会議の成
員としては通級や特別支援担任等の特別支援関連の
担当者を一つにまとめることや，教育相談担当，養
護教諭や学年主任の追加が指摘された。役職名につ
いても主幹教諭が主席教諭になる等，呼び方が異な
ることが明らかになった。またどこまで教員として
見なすのかについても指摘された。例えば教員とは
教科を教える人を指し，職員は栄養教諭，養護教諭，
校医もそこに該当することが明らかになった。また，
学校の各校務分掌の位置づけについても，教務や学
年は主任となるが，教育相談は係りとなることが多
いことが明らかになった。【教職員数】は，基本的
に学校規模に応じて職員が配置されているが，単位
制等の特別な事情がある場合は，加配教員の増加に
より，きめ細やかな指導が可能となることが明らか
になった。また【回答方法】として，学校全体の組
織の在り方等，管理職のみが答えられる部分もある
ために，管理職専用の項目を作成することが指摘さ
れた。
専門性協働　『専門性協働』に関する回答等のカテ
ゴライズ作業から，まず「情報共有の機会」「情報
共有の定義」「SC の専門性」「SC への評価」「SC
の勤務」「SC の給与」「SC の校務分掌」「SC との
協働」「SC への働きかけ」「他職種の招聘」「SC の
職員室机」「教員が協働できない理由」「SC の職員
室机」「宴会参加」等の36の２次サブカテゴリが抽
出された。そこから類似した２次サブカテゴリ同士
をグループ化し，この時点でグループ化しなかっ
たものを含めて，＜会議の意義＞＜定例会議の定
義＞＜他職種との会議＞＜会議の時間配分＞＜ SC
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Figure 2　フェイスシートへの管理職の反応についての KJ 法によるまとめ（ラベル数合計31）

が会議に参加しない理由＞＜教員と協働の段階＞
＜質問の文言＞＜ SC の役割＞＜ SC の勤務時間の
差＞＜情報共有の多様性＞＜ SC の勤務日数の差＞
＜ SC のニーズ＞＜ SC の窓口＞＜ SC 理解の難し
さ＞＜管理職の意識＞＜質問の文言＞＜意識により
システム改変＞＜教員の関わり方＞＜他職種の宴
会参加＞＜物理的精神的余裕のなさ＞＜ SC への評
価＞＜ SC の職員評価＞＜職員としての指標＞＜他
職種の職員評価＞＜待遇の定義＞の25の１次サブカ
テゴリが抽出された。これらをさらにまとめ，最後
に【会議】【役割分担】【情報共有】【SC の勤務状況】

【管理職のリーダーシップ】【支援のための疎通性】
【他職種との同僚性】【回答方法】【前文】の９つの
カテゴリに収束することができた。
　以上の結果を基にまとめたものが，Figure 3であ
る。それによると，【SC の勤務状況】では，SC の
勤務状況に応じて，SC を職員として認識すること
や，同僚性の程度，会議の参加度が変化することが
明らかになった。教員と SC との溝を埋める点に関
しては，管理職や窓口となる人の裁量や，SC の時
間外労働も含めた積極的姿勢により，これらの溝は
多少なりとも補償されることが示された。具体的
に【会議】では，SC の参加がない学校や，SC の
会議出席の必要性を感じていない学校もあった。特
に SC の面接数が多い学校では，SC は会議出席よ
りも面接を行う方が重要であると見なす学校もあっ
た。その場合の SC との【情報共有】はコーディネー
ター等，教師カウンセラーとの情報交換や事例検討

等を行う場合がある。これらの情報共有は，教員と
SC との【役割分担】において協働の段階や SC の
役割によって内容が変化する。こうした SC との協
働に対して【管理職のリーダーシップ】が協働促進
に大きな役割を果たす。例えば＜管理職の意識＞に
より，「SC の校務分掌」上の位置づけや，SC の会
議参加システム，SC を１～３次予防のどこに位置
付けるかが変化する。管理職によっては「他職種の
招聘」を行い，他職種理解を促進する働きかけもみ
られるが，教員に必要性が感じられないと実行しづ
らい場合もある。これらの SC と教員の【他職種と
の同僚性】を測る指標として，下駄箱やロッカー，
職員室机の割り当てや，職員室机の位置，宴会の参
加が挙げられる。これらの設置は，管理職の裁量に
より決まることもある。SC と教員との【支援のた
めの疎通性】も，教員に物理的・精神的余裕がなけ
れば関わりが困難になり，SC の勤務形態によって
も，SC を職員として見なすかどうかが変化すると
のことだった。例えば SC が週１回勤務している学
校の管理職は，SC を職員と見なし宴席に誘うこと
や，職員室机の設置等を行うことがよく見られた。
しかし月１回勤務になると，SC を外部の人間とし
て見なし，上述の職員待遇はなくなる（これは図書
館司書も同様であった）。SC 側の課題としても，
学校が SC を宴会に誘っても SC が断る場合や，職
員との対応を敬遠することもあり，SC 側の差も大
きいとのことだった。
　他にも調査対象者から寄せられた意見として，従
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（ラベル数：該当者 No.）　↔要因間相関関係　→要因間因果関係　…間接的効果

Figure 3　専門性協働への管理職の反応についての KJ 法によるまとめ（ラベル数合計121）

来，学校にとって，高頻度（週１回であれば約年間
35回，月１回であれば約年間12回）に来校する他職
種がこれまで存在しなかったこと，そのため，SC
を職員の１人と見なすか外部組織の人間として見な
すかは個々の管理職によって幅があるとのことだっ
た。
均質性協働　『均質性協働』に関する回答等のカテ
ゴライズ作業から，「課題生徒の会議の形態」「管理
職の参加」「学年と学校全体の差」「管理職の会議参
加」「他職種の招聘」「教員間の一致度」「校内の文
脈的仕事の関与度」「非常勤の位置づけ」「非常勤と
の情報共有」「職員室机」「宴会参加」等の28の２次
サブカテゴリが抽出された。そこから類似した２次
サブカテゴリ同士をグループ化し，この時点でグ
ループ化しなかったものを含めて，＜定例会議の定
義＞＜会議形態の違い＞＜管理職が知る情報＞＜校
内の情報共有＞＜管理職の体制作り＞＜管理職の資
質＞＜危機対応＞＜日常＞＜増減で変化すること＞
＜校内の情報の差＞＜個別性を引き継ぐむずかし
さ＞＜特殊技能を持つ教員＞＜教員間のチーム対
応＞＜外部連携＞＜教員の専門性配置＞＜役割行動
の境界＞＜待遇の定義＞＜職員としての指標＞の18
の１次サブカテゴリが抽出された。これらをさらに
まとめ，最終的に【教職員数】【会議】【情報共有】

【回答方法】【管理職のリーダーシップ】【支援のた
めの疎通性】【相談室の状況】【校内体制の継続】【役
割分担】【教員と非常勤の同僚性】の10のカテゴリ
に収束することができた。
　以上の結果を基にまとめたものが Figure 4であ
る。それによると，均質性協働では，【管理職のリー
ダーシップ】が中心となり，日常の体制を維持 ･ 開
発する役割を担うことが明らかになった。具体的に
は，管理職が全体の情報を共有する【会議】の設置
を行い，管理職が参加して【役割分担】や【教員と
非常勤の同僚性】の構築を行う。それらの関わりが，
教職員間の【情報共有】や【支援のための疎通性】
【教員と非常勤の同僚性】構築に影響すると考えら
れる。これら教員の責任範囲や職域についての理解
は，管理職によって理解に差がある。そしてこれら
の体制の維持や開発は，管理職のリーダーシップだ
けでなく，教頭や主幹（主席）教諭のミドル層の支
援がなくては成り立たない場合が多い。それらのミ
ドル層の支持を得るために，管理職が学校経営方針
をどれだけ明確に示せるかが問われる。そのために
【回答方法】は，こうした組織に関する項目は管理
職に限定する方がよいのではという意見も見られた。
　個々のカテゴリについても，【会議】では学校種
により違いがみられ，管理職の会議参加は，中学校
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（ラベル数：該当者 No.）　↔要因間相関関係　→要因間因果関係　…間接的効果

Figure 4　均質性協働への管理職の反応についての KJ 法によるまとめ（ラベル数合計92）

は当然と考えているが，高等学校では管理職が出な
いところもある。教員の会議は校務分掌が中心であ
り，学校全体に伝わることは部分的なことが多い。
全体的に共有される情報は，発達障害や特に心配な
生徒であり，管理職によっては４月に配慮のいる生
徒のリストを作って，新任や転勤した先生に回すこ
ともある。会議の形態についても，個々の教員によっ
てイメージは千差万別であり，定式化されたイメー
ジはないとのことだった。これらの会議の形態は【教
職員数】の多寡により，変化する場合もある。従っ
て【情報共有】でも，管理職が会議に出席しなけれ
ば，知る情報は自殺やリストカット等緊急性の高い
ものに限定され，学年を超えて共有されるものは問
題が顕在化し，周囲の影響の大きいものになる。さ
らに学校規模が大きい場合や課題のある生徒が多い
場合は，共有しきれない部分がある。そうした場合
の情報共有の一例として多部単位制高校では，一つ
の授業に多様な生徒が集まるために電子上のネット
ワークシステムで共有されていた。【役割分担】は，
管理職については教員の専門性に従って配置できて
いる場合とできていない場合もあるが，比較的個人
の特性に任されている部分がある。 そのために【相
談室の状況】が担当者任せになる等の課題もある。
これらは，教員チームとして関わることが重要であ

るが，外部連携等個人の力量にゆだねられている部
分があり，担当者によって差が激しい。そのため【校
内体制の継続】という点において，相談のシステム
や他のシステムを作り上げても，他の教員に引き継
ぐ難しさがあるとのことだった。【支援のための疎
通性】においても，校内の情報の差により教員間の
課題共有の程度や校内の雑務をお互いに引き受け合
えるような風土が変化する。これらの風土は SC と
の協働にも影響するとのことだった。【非常勤との
同僚性】の有無においては，SC の状況と同様に勤
務日数によって宴会参加や，職員室机の有無が変化
した。情報の共有についても，管理職が時間を調整
して体育の授業等で生徒の体調の情報等を共有する
場合と，教科担当の非常勤講師や他職種にどこまで
期待すればいいかわからず，共有しない場合に分か
れた。これらの情報の共有度も，非常勤講師の積極
性により異なるとのことだった。
その他　『その他』に関する回答等のカテゴライズ
作業から，「教育相談の個別性」「学校間の連携のな
さ」「生徒指導・保健部の下での位置づけ」等の18
の２次サブカテゴリが抽出された。そこから類似し
た２次サブカテゴリ同士をグループ化し，この時点
でグループ化しなかったものを含めて，＜教育相談
の曖昧さ＞＜生徒指導のルール設定＞＜個人的技能
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Figure 5　管理職から見たその他の反応についての KJ 法によるまとめ（ラベル数合計40）

を継続する困難さ＞＜生徒・進路指導に付随する外
的資源＞＜調査地域＞＜相談室の配置＞＜特別支援
の現状＞＜担任の負担＞＜２年時の留年と高卒認定
試験の補填措置＞＜不登校の受け入れ＞＜各クリ
エィティブスクールの性格＞＜支援体制構築のきっ
かけとなる危機的事件＞＜委員会の意識向上＞＜荒
れている学校での実際の仕事＞＜定時制の現状＞の
15の１次サブカテゴリが抽出された。これらをさら
にまとめ，最終的に【回答方法】【教育相談の流動性】
【校内体制の継続】【学校現場の多様性】【支援体制
が整った学校例：単位制】【支援体制ができる要素】
【荒れの違い】の10つのカテゴリに収束することが
できた。
　以上の結果をまとめたものが Figure 5である。
それによると，【教育相談の流動性】について，生
徒指導と比較すると，教育相談のシステム自体がシ
ステム化されておらず，教育相談係と生徒指導主事
のような立ち位置の違いや，学校間での情報共有の
少なさが明らかになった。また，教育相談が持つ特
性として個々の事例に柔軟に合わせて対応する部分
が生徒指導のようなルール設定を困難にし，結果的
に教育相談の流動性につながっている。またこれら
の対応は，教育相談担当教員や SC 個人の裁量に任
されているため，【校内体制の継続】が困難となる。

そのことが【回答方法】で具体例が必要となるよう
に，一つの質問に対して，書き手となる教員が多様
なイメージを持つことに影響しているようであっ
た。こうした【学校現場の多様性】は，調査地域や
相談室の配置，特別支援の現状等の相違を生み出す
ことになる。そのなかで，【支援体制が出来上がる
要素】として，支援体制ができるきっかけとなる危
機的事件の発生や，教育委員会の意識向上がある。
一方，【荒れの違い】により，課題のある生徒が多
い学校でも，生徒指導上の課題が大きい場合は，教
員の意識により，SC の活用度が異なる。一つのシ
ステム化した事例として，【支援体制が整った高等
学校：単位制】があるが，各クリエィティブスクー
ルの性格の違いがあり，元不登校生徒を受け入れる
方針を持った学校は，支援体制が発達しやすい。そ
ういった学校では，高卒認定試験の補填措置等があ
るが，様々なクラスの生徒が一つの授業を受けるこ
とになるため，教員の負担は大きくなるとのことで
あった。

全体的考察
１．教員の他職種認識
　本調査の結果，SC と教員との専門性協働に関し
て，教員は，SC との協働の成功は，SC の勤務条
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件や SC の個人的力量が重要な要因の１つとなると
認識していることが明らかになった。これらは，小
林（2008a）の指摘と一致する。また，教員が SC
を校内の職員として認識する条件の１つは，勤務頻
度であり，週１回以上の勤務というものであった。
それよりも来校の頻度が少なくなると，教員は SC
を外部の者として認識していた。こうした認識は，
週１回勤務の非常勤教員の来校頻度と一致する。
SC や他の職種の非常勤勤務者を職員として認識す
る指標として，教職員の宴会参加や，靴箱・職員室
机の設置がみられた。また教員が教員と認識する範
囲についても特徴がみられ，教員は教科を教える人
を教員と認識し，養護教諭や栄養教諭は職員という
認識であった。SC はその中で，勤務条件や管理職
の認識により，職員もしくは外部人材として認識さ
れていた。
　これらの教員の認識の在り方から，他職種との関
わりの中で教員が「教科を教える人」として自分自
身の専門性を認識しており，それ以外の役割を持っ
た人々を学校内の他の専門職や職員として見なして
いると考えられる。従って，SC は，教員からする
と「教科を教えない教員に準じた非常勤職」という
位置づけであり，その派遣条件によって，SC との
協働の程度や職員としての位置づけを変化させてい
る可能性がある。しかしこれらの全般的な他職種認
識に対し，管理職が SC の職員室机を，教職員の相
談しやすい所に設置する，SC の参加可能な会議時
間設定をする等で，教員の SC 認識が変化した。
　これらの結果から SC との協働は，教員や管理職
が異なる専門性を持つ協働相手として認識した働き
かけを行う必要がある。そうした働きかけがなけれ
ば，教員に準ずる存在として認識され，協働の困難
さが個人的資質や勤務条件の課題として認識される
だろう。そしてこれらの他職種認識を補足する役
割として，管理職の会議設定や SC の職員室机の設
置などの働きかけが見られた。実際に SC の学校支
援体制の調査結果（荊木・森田，投稿中）からも，
SC が参加する会議での情報共有や役割分担が専門
性協働を促進させている結果が見いだされている。
これらの働きかけは，教員や管理職が他職種を理解
した上で，その他職種の特性や勤務条件に応じて学
校内のシステムを整備していく必要性が示唆された
と考えられる。
　一方，SC の拘束時間の課題や，他職種の理解不
足，積極性の問題も大きいと考えられる。これらの
齟齬の背景には，時間や場所の枠組みを重視するカ
ウンセラーと，そうではない学校文化との違いも影
響しているかもしれない。両者の違いを相互理解し，

接点を見出すには，自治体や学校，SC 個人の相互
的努力も必要となるだろう。

２．教育相談の位置づけの課題
　教育相談の支援体制自体の課題として，教育相談
の位置づけが全般的に低いことが明らかになった。
生徒指導や進路指導と比較して，教育相談の位置づ
けは自治体内でも生徒指導の下にあり，学校内にお
いても生徒指導や保健の下にある等，独立した組織
ではなかった。また一時的に教育相談担当の教員が
学校内に支援システムを確立したとしても，その教
員個人の裁量にゆだねられるため，その教員が転勤
や定年で学校を離れた場合，それらのシステムの継
続が困難になる課題が見られた。これらの背景には，
教育相談体制が生徒指導や進路指導と比較して，明
確なルール設定や学校間の連携の場が保障されない
ことが影響しているのかもしれない。結果として教
育相談活動が個人的活動に委ねられることになり，
継続した支援体制を築くことが困難となると考えら
れる。こうした課題は，西山・淵上（2005）が教育
相談体制の定着化の課題として，教育相談の職務や
管理部門の未確定，担当者により教育相談の仕事内
容が変化すること，教育相談を全体像として捉える
評価システムの不足等を挙げていることと一致す
る。これは，SC 調査の結果（荊木・森田，投稿中）
からも示されており，自治体や管理職が教育相談の
協働を支えるシステム設定を行うことで，SC の活
動が保証されることは明らかである。従って，教育
相談体制の位置づけを明確化することや，活動内容
を整理することは急務であると考えられる。
　学校種によって，教育相談体制の位置づけが異な
ることも本研究から明らかになった。例えば教員同
士の均質性協働においても，生徒の支援体制構築の
課題を中学校の管理職は自分自身の役割として考え
る一方で，高等学校の管理職は個々の担当教員の役
割と見なしていた。また中学校は比較的学年レベル
で対応することが多いため，SC を職員と見なす傾
向があるが，高校は教科担当や校務分掌別に対応す
ることが多いため，個々の担当教員が個別に SC を
外部人材として活用する場合が多い。これらの違い
は，学校種により教育相談体制における管理職の位
置づけやリーダーシップの在り方等が関係している
のかもしれない。従って，学校種による共通点と相
違点とを整理する必要があるだろう。

３．自治体・管理職の役割
　前述のとおり，自治体や管理職が教育相談に理解
を示し，協働を促進する働きかけや組織開発を行う
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ことで，専門性協働や均質性協働が促進される可能
性が示された。このことは，管理職が学校の組織力
を高める活動を行うことで教員の協働的雰囲気が促
進され，それが教育相談活動を高めるという先行研
究（西山・淵上・迫田，2009）の結果とも一致する。
こうした管理職の理解を得るためには，何が必要と
されるのだろうか。本研究の調査対象者となった管
理職においても，問題意識や専門性協働・均質性協
働への理解や働きかけは千差万別であり，独自性が
強いものであった。これらの管理職の観点の違いは，
個々の管理職がこれまで教員として積んできた経験
の多様性に拠るところが大きいだろう。
　これらの管理職の観点について，Leithwood & 
Stager（1989）は，管理職の認知的柔軟性が影響す
ることを述べている。すなわち専門的能力の高い管
理職は，集団や組織の問題を解決するのに際し，あ
らゆる方面から主体的に素早く情報を収集し，課題
解決の目標設定は学校組織全体に焦点を当ててこれ
を行うことが多い。問題解決に関しても，専門的能
力の高い管理職は，長期的かつ具体的方策を立て，
詳細で望ましい計画を考え続ける。管理職の問題解
決に関わる認知的柔軟性の程度により，問題認識に
対する斬新さや敏感さ，考えや計画の統制，多様な
解釈や行動レパートリーが大きく異なるのである。
　これらの結果を本研究の結果に当てはめると，管
理職が専門性協働を促進するために SC の会議参加
を働きかけることや校内体制を整備する程度は，管
理職の教育相談体制に対する問題意識の認知的柔軟
性の違いに影響を受けると言えるかもしれない。本
研究の面接からも，教育相談や生徒指導の経験が
あった管理職は教育相談や SC との協働に関心を持
ち，これらの協働が促進される組織開発や人員調整
を行っていた。反対に SC との協働や教育相談に対
して中心的に取り組んだ経験が少ない管理職は，こ
れらの活動を担当教員や SC に任せる傾向があり，
明確さや詳細なイメージを持つことが少なかった。
　従って，教育相談に関する専門性協働及び均質性
協働を活性化させていくためには，個々の専門性の
違いや，各教員の特性を理解し，SC や教員をどの
ように配置するのか，また時間の調整をどのように
するのかについての方策を練ることができるよう管
理職自身を支援していく必要があるだろう。こうし
た管理職支援を，自治体が管理職養成や研修の上で
意識することが，個々の学校での SC 参加の会議設
定等のガイドライン化（荊木・森田，投稿中）と合
わせて，重要になると考えられる。

質問紙項目作成上の留意点と今後に残された課題
　最後に，専門性協働と均質性協働に関する質問紙
項目作成の留意点と今後の研究課題を記す。
　学校支援体制に関する尺度の構成は，教員に協働
を意識化させるフェイスシート作りや，協働を比較
的意識している管理職に焦点を合わせる重要性が示
唆された。また，教員間で協働に対する意識の差が
あるため，質問項目は学校種に特化した質問や，児
童・生徒の支援の会議の内容等，具体性を持たせる
必要がある。SC との協働イメージにも幅があるた
め，これらの違いを識別する SC の勤務条件等の項
目の必要性が示唆された。
　これらの留意点に従って，現時点の質問項目は，
フェイスシートに SC の勤務状況や児童・生徒支援
に関する会議の有無等を問う項目を設け，専門性協
働が「他職種（スクールカウンセラー等）と共に予
防的な対応も含めた情報共有を行っている。」等の
６項目と，均質性協働が「教員間で互いの専門性及
び経験（校務分掌や取得資格、得意分野）を理解し、
個々の役割に応じた役割分担をしている。」等の８
項目となった。
　今後に残された研究課題として，本研究の結果か
ら，学校の支援体制を促進するシステム構築の重要
性とともに，SC や教員・管理職の協働意識やスキ
ルを養成する必要が改めて示唆された。これらの学
校内での専門職協働や均質性協働を円滑に進めるた
めの協働意識やスキルの養成は，今後学校内におい
て円滑な支援を進めていくために欠かせないものと
なるだろう。これらのスキル養成のヒントとして，
医療領域での多職種間連携教育（Interprofessional 
education: IPE）が挙げられる。IPE とは，吉村
（2012）によると，欧米では10年以上前から国を挙
げてその取り組みが始まっている。多職種間の協働
の問題を改善するために，専門職の養成段階から他
職種同士をともに学ばせ，相互理解を促進するため
の教育である。現在は医療領域のみでの取り組みで
あるが，学校を中心とした教育領域でも，養成段階
や研修段階でこの種の連携教育が必要となってくる
のは，ほぼ確実であると考えられる。今後，多職種
間協働推進のためにも，こうした教育領域での多職
種連携教育の試みやその知見を積み重ねていく必要
性があるだろう。
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